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社会復帰促進等事業の評価の考え方

政策効果
（アウトカム指標）

事業執行率（アウトプット指標）

Ａ 施策継続

（※予算額は適切な水準）

Ｂ 施策継続

ただし、予算額（又は
手法等）を見直し。

Ｃ アウトカム指標の
未達成要因を分析の上、
事業の見直し又は廃止
が必要。

達成

高

低
○ アウトカム指標を用い、事業を行うことにより国民生活や社会経済に及ぼされる影響を「政策効
果」として評価。（アウトカム指標が全て達成されているかどうかで判断）

○ アウトプット指標を用い、事業を行うことにより提供されたモノやサービスの量が、予算規模に照ら
し妥当であったかどうかの「事業執行率」を評価。（事業執行率の基準は８０％とする。）
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社会復帰促進等事業に係る目標管理に関する基本方針

基本的な考え方

○ すべての事業を目標管理の対象とする。

○ 目標は、アウトカム指標（政策効果）とアウトプット指標（事業執行率）を用いて設定することを原則とし、質と量の両面
を評価する観点から、可能な限り複数の目標を設定する。

○ アウトカム指標で測定することができない事業については 別の評価基準を設定する○ アウトカム指標で測定することができない事業については、別の評価基準を設定する。

○ 執行実績が相対的に低い事業、社復事業として実施する必要性が相対的に低い事業等を検討会（社会復帰促進等
事業に関する検討会）において点検し、その結果は、部会（労災保険部会）でも議論し、PDCAサイクルの一環として位
置づける。また、議事録等を厚生労働省HPで公表し、検討会自体も公開とすることで、PDCAサイクルをより透明化する。

・ 目標を設定する事業の性質に応じて、重点的目標管理、
複数年度目標管理、その他事業に係る目標管理に区分し

Ｐ（計画）

て、目標の設定を行う。

・ 複数年度目標管理事業についても、複数年度にまたが
る目標だけでなく、当該年度の目標も設定する。

・ 独立行政法人が行う事業に関する目標は、独法通則法
に基づく中期目標も考慮して目標設定を行う

Ａ（改善） Ｄ（実行）

に基づく中期目標も考慮して目標設定を行う。・ 目標達成度や事業実績等を踏
まえ、当該年度における評価を
翌年度に行い、翌々年度の概算
要求に反映する。

・ 事業の見直し状況について

・ 評価の際の要因分析を踏まえ
るとともに、実施主体に対し目標
を明示させた上で、事業を実施
する。

・ 可能なものについては 四半Ｃ（評価）

・ アウトカム指標とアウトプット指標により、Ａ～Ｃの３区分で
評価する（区分については、検討会・部会における議論を踏
まえて設定）。

・ 事業の見直し状況について、
部会において確認を行う。

・ 可能なものについては、四半
期単位での事業実績等のモニタ
リングを行う。

Ｃ（評価）

・ 評価の際の要因分析

・ 新たに社復事業として実施する事業については、部会に
おいても必要性の確認を行う。
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社会復帰促進等事業費の推移（１７年度予算～２７年度要求）について

1　社会復帰促進等事業（旧労働福祉事業）の見直し
　・平成21年度予算までに平成17年度予算（1,222億円）の4分の1（▲305億円）を削減し917億円規模とすることを目標。

２　27年度要求までの状況
　・歳出改革の努力を徹底及び行政支出総点検会議等の指摘等を踏まえ、平成21年度当初予算額は目標を15億円上回る902億円規模となった。
　・以降平成22年度は対前年度（当初）▲84億円（▲9.3％）減、平成23年度は当初予算で対前年度▲５４億円（▲6.6％）減、
　　平成24年度は対前年度（当初）▲26億円（▲3.9％）と削減を継続（平成23年度補正予算にて東日本大震災等の対応により、未払賃金立替払事業費等
　　約192億円を補正計上したため、3次補正後予算額では、956億円規模、対前年度138億円（16.9％）増、未払賃金立替払事業費等を除くと、
　　対前年度▲４5億円（▲7.2％）減となっている。）
　・平成２５年度は対前年度▲６５億円（▲8.8％）減（未払賃金立替払事業費を除く対前年度▲24億円（▲4.7％））となった。
　・平成２６年度は684億円規模、対前年度11億円（＋1.6％）増（未払賃金立替払事業費を除くと対前年度30億円（6.1％）増）となっている。
　・平成２７年度は683億円規模、対前年度▲0.２億円（▲0.０３％）減（未払賃金立替払事業費を除くと対前年度34億円（6.６％）増）となっている。
　
　　なお、今後も各事業についてＰＤＣＡサイクルによる不断の見直しを行い、無駄の削減への取組を継続していく。
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単位（億円）

補正予算計上分（21年度、23年度）

社会復帰促進等事業（うち未払賃金立替払事業分）

社会復帰促進等事業

976億円 956億円

立替払

（補正後）

258

当初

902

立替払

（補正後）

336

当初

764

目標額

９１７億円

削減額(対17’比) 246億円

目標達成率 81％

１次補正後

削減額(対17’比) 266億円

目標達成率 87％

３次補正後

削減額(対17’比) 111億円

目標達成率 36％

削減額(対17’比) 223億円

目標達成率 73％
削減額(対17’比) 253億円

目標達成率 83％

削減額(対17’比) 320億円

目標達成率 105％

削減額(対17’比) 404億円

目標達成率 132％

削減額(対17’比) 458億円

目標達成率 150％

削減額(対17’比) 484億円

目標達成率 159％

削減額(対17’比) 549億円

目標達成率 180％

削減額(対17’比) 539億円

目標達成率 177％

削減額(対17’比) 538億円

目標達成率 176％

1,222億円

1,111億円

999億円 969億円

818億円
738億円

673億円 684億円 683億円
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